日本建築法制会議 第５３回 総会 議事録

日　時：　201１年１月２６日（水曜日）10時～1４時

場　所：　東京都中央区京橋２丁目６番７号　京橋区民館　４号室洋室

出席者：　９名（敬称略・50音順）　

安藤正義、大山  宏、楠川邦輔、竹川忠芳、辻 英一、眞柄榮毅、

室田達郎、山田利行、柳澤孝次、

◎主な情報発信（敬称略）と主な意見交換（⇒）

○提出資料（竹川忠芳）

　：“専門家責任の問題”、竹川忠芳、２０１１．１．４．

竹川忠芳氏の論文の要約：

【　立法の面では建築基準法が厳格化されて、建築士法が改正されて、建築士の責任の厳格化がされました。

行政の面では建築士への行政処分が厳しくなり、司法の面では建築士の責任が（監理責任を含め）強化されたが、確認検査機関の責任はあいまいなままである。

１「建築の専門家」を「建物の寿命中に建物の技術に関わる専門家」と位置づける。
２、上記専門家の業務と責任の関係をどうするか。　　　３、監理責任をどのように位置づけるのか。

４、設計施工一貫体制の施工業者主体で行う工事に関わる各専門家の業務と責任の関係をどうとらえるのか

の議論を経たうえで、「建築専門家の業務と責任に関する法律」〔仮称〕の制定が必要となるのではないのか。】

· 提出資料（山東和朗）、

：“竹川論文への私見”、山東和朗、２０１１．１．２５．

山東和郎氏の要約：

【建築の世界では建築家、実施設計者、構造設計者、施工者、管理者等の専門家（専門技術者）が、各々の「技術」と「技能」を如何に合理的に組み合わせるかが肝要である。　　建築の需要を担う一般の人々に対して、専門家は、

建築法制の専門家も含めて、種々の要素を説明することも肝要である。】

--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

☆”専門家責任の問題“における主な意見交換　⇒

⇒　日本の建築基準法は世界の中でもたいへん技術レベルが高いものとなっていると思う。

建築基準法では、高い要求性能を、低い建築技術で実現することが求められている。

⇒　日本では、せいぜい、約１００年間の地震や台風の諸データに基づいて設計荷重を決め

ているが、我々は、担保できないことを担保させられているのではないのか。

　⇒　“業務責任法”〔仮称〕は結果的に担当以外への口出しを封じてチームワークを阻害しかねないのではないか。それぞれの業務の業態間での空域が生まれて諸々の事故なども生じてくるかもしれません。

⇒　問題提起の主題は、建築の問題をすべて建築士の責任に押し付けようとする現状への

危機感であろう。建築基準法・建築士法・建設業法などの業界の業態にも関わるもので

あり、今後、この主題について継続的に情報交換と意見交換を続けていきたい。

------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

○提出資料（大山 宏）

 ：「建物の基本的な安全性」について最高裁が示した新たな視点」、村田真、』建築雑誌、

　　２００８年９月号

　：「監理ミスで禁固刑を受けた建築士」、福田晴政、NIKKEI ARCHITECTURE,２００９．４．１３．

　：「建築基準法見直し検討会とりまとめの着実な履行について」、国土交通大臣へ、

日本建築士会連合会、日本建築士事務所協会連合会、日本建築家協会、建築業協会、

平成２３年１月１２日

：「新たな建築・まちづくりに関わる制度と仕組みはどうあるべきか～建築でまちをつくる～、第２回　建築五会共催シンポジウム、２０１１．２．１９．建築会館ホール、

　○　提出資料（辻 英一）

：「建築基本法に対する基本姿勢と提言」、日本建築構造技術者協会、2011.1.24.

⇒　提言の“性能設計“とは何かを、先ず、キチンと説明することが肝要ではないのか。

⇒「・・工事監理者･施工者への設計意図伝達・・」をさらに具体的に説明するべきなり。

⇒　是非、“性能設計”に関してはＪＳＣＡ法制委員会でさらに吟味したい。

： 「ストック時代の法規制の問題点―躯体構造の側面からー（メモ）、辻　英一、

　　　　２０１０．１１．１９．

： 「建築基準法が成長を阻む」、観光インフラを改善できない（３８条削除や増築時の

　面積制限が制約に）、責任なき建築確認を見直せ（議論から抜け落ちる「安全とスピードの両立」という視点。

⇒　”建築基準法第20条は改定前に戻すべきではないか。

：「幹線沿いで耐震診断を義務化」、～国の法律の限界を東京から乗り越える」と石原都知事

＆「姉歯事件で県の責任認めぬ逆転判決』、愛知･半田ホテル訴訟で建築主事の注意義務違反を否定、名古屋高裁、ＮＩＫＫＥＩ　ＡＲＣＨＩＴＥＣＴＵＲＥ，２０１１．１１．２２．

：「適判技術検討委を設置／審査対象外範囲を精査／国交省、建設通信新聞、２０１０．１１．１２．

：「２０１１年の課題と方針、構造関係規定の過不足で見直しへ、木原碩美、

鋼構造ジャーナル、２０１１．１．３．

　　　：「超高層建築物等における長周期地震動への対策試案について」、国土交通省、

平成22年12月21日

　　　⇒検討費用などは施主が負担することになるのか。

　　　⇒“どういう状況下でどういう性能が担保されることになるのか”などを明確にすることが肝要である。

　　○　提出資料（真柄栄毅）

　　：　「明治初期の建築工事紛争～名古屋鎮台兵舎営繕建築増費請求事件～、　　　　　　岩松準、建築コスト研究、２０１０　ＡＵＴＵＭＮ　　　　　　　　　　　　　

：「寅彦　in English 』、トム・ガリー、松下貢、科学、2011.Vol80,81

· 提出資料（楠川邦輔）

：ベネチア国際建築展の報告、建築の初心取り戻す、磯崎新、日本経済新聞、2010.9.28.

⇒　“直径０．９ｍｍの極細柱を林立させた空間”は果たして建築と言えるのか。

○情報提供（山田利行）

：【日本建築法制会議の新ホームページ】  http://kentikuhousei.web.fc2.com/
　⇒　日本建築法制会議ホームページへの提言･意見欄への投稿と活用ほか
